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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
良好な型抜き性、溶接性、高温安定性及び高い絶縁抵抗を有し、有機金属成分及び有機的
フィルム形成剤並びに必要に応じ化学的不活性な無機ピグメント及び／並びに充填材及び
他の通常な添加物から成る、電磁鋼板上に電気絶縁性被膜を形成する被覆剤において、該
被覆剤は、組成物Ａと組成物Ｂからなり、前記組成物Ａはジアルキルアミン又はトリアル
キルアミン、ジトリアルカノールアミン又はトリアルカノールアミン、モノグリコラート
又はジグリコラート、アセチルアセトナート、エチルアセト酢酸又は乳酸アンモニウムか
ら選択されるキレートを有するチタンキレートコンプレックスからなる有機金属成分溶液
からなり、前記組成物Ｂは水溶性の、アクリル樹脂、アクリルコポリマー樹脂又はアミノ
樹脂であって中性化が可能か又は乳化剤によって水性媒体中で容易に分散化される基を有
するものからなる有機的フィルム形成剤からなり、かつ組成物Ａ及び組成物Ｂは使用前に
混合され、かつ前記有機金属成分は前記有機的フィルム形成剤より重量比率が大きいこと
を特徴とする電磁鋼板上に電気絶縁性被膜を形成する被覆剤。
【請求項２】
請求項１記載の被覆剤を用いた被膜の硬化を１５０から４５０℃の間の温度で、少なくと
も１０秒の時間で行うことを特徴とする皮膜の形成方法。
【請求項３】
皮膜の硬化を２５０から３５０℃迄の温度で行うことを特徴とする請求項２に記載の皮膜
の形成方法。
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【発明の詳細な説明】
本発明は、電磁鋼板上に電気絶縁層を形成する為の被覆剤に関する。
電気作動装置の－例えば変圧器、発電機、又は電動機の如き－磁化可能核の製造において
、個々の鋼板を一塊の核として積み重ねることが知られている。これらの電磁鋼板は、互
いに電気的に絶縁されなければならない。鋼板の積み上げの前に、積み上げ材料は、連続
的に電磁ベルト板からセグメントの形状に型抜きされなければならない。積上げ板の結合
手法は、挟み止め、鋲止め、及びねじ止め、又は溶接によって行われる。理想的な磁気特
性及び特定の熱的機械的負荷を保つ為に、この様な鉄の核は最終赤熱を行うことがある。
必要な型抜き性、溶接性及び赤熱耐性を持った電磁鋼板の被膜形成は、無機的及び有機的
フイルム形成材の組み合わせによって成され、更に場合によってはピグメントや充填材を
含めることができる。この様な被膜形成剤は燐酸型又はクロム酸型として市場に出て居り
、技術的に確立したものである。燐酸型は然し余りの加工し難さの為に電磁鋼板としての
保持性に関しマイナスに働き、被膜板の型抜き性を減少させる。クロム酸型は環境問題の
観点からは問題がある。更に加えて両方のシステムは、共にｐＨ値が強酸性領域にあり、
使用装置上に腐食を起こす様に機能する。
本発明の課題は電気的に絶縁された被膜形成の為の被覆剤を準備することであって、前述
の、これまでの被膜形成システムの欠点を示すことなく、被膜された電磁鋼板の型抜き性
が良い状態で、無条件に溶接性及び高温耐性を有する。
本発明は、良好な型抜き性、溶接性、高温安定性及び高い絶縁抵抗を有し、有機金属成分
及び有機的フィルム形成剤並びに必要に応じ化学的不活性な無機ピグメント及び／並びに
充填材及び他の通常な添加物から成る、電磁鋼板上に電気絶縁性被膜を形成する被覆剤に
おいて、該被覆剤は、組成物Ａと組成物Ｂからなり、前記組成物Ａはジアルキルアミン又
はトリアルキルアミン、ジトリアルカノールアミン又はトリアルカノールアミン、モノグ
リコラート又はジグリコラート、アセチルアセトナート、エチルアセト酢酸又は乳酸アン
モニウムから選択されるキレートを有するチタンキレートコンプレックスからなる有機金
属成分溶液からなり、前記組成物Ｂは水溶性の、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、アク
リルコポリマー樹脂、アルキッド樹脂、フェノール樹脂又はアミノ樹脂であって中性化が
可能か又は乳化剤によって水性媒体中で容易に分散化される基を有するものからなる有機
的フィルム形成剤からなり、かつ組成物Ａ及び組成物Ｂは使用前に混合され、かつ前記有
機金属成分は前記有機的フィルム形成剤より重量比率が大きいことを特徴とする電磁鋼板
上に電気絶縁性被膜を形成する被覆剤である。
基板上への塗布は、好ましくはローラー、又はスプレーで行う。被膜の硬化には１５０乃
至４５０℃、好ましくは２５０乃至３５０℃、で少なくとも１０秒以上の時間で行う。
有機的接着剤組成としては合成樹脂、例えばアクリル、スチレン、又はブタジエンをベー
スとしたデイスパージョンが適している。更に又これら樹脂の組合せも可能である。
被膜の強度を高める為に、無機充填物、例えばセラミック及び／又はピグメントを混入す
る事ができる。充填材及びピグメントの利用においては、これらはその化学的環境に於い
て不活性でなければならない。充填材は平均粒大１μｍ以下のものを添加するのが好まし
い，なぜならこの種の被膜の通常の膜厚が１乃至４μｍであるが故に、大きな平均粒大の
充填材は被膜の形成過程に於いてトラブルを引き起こす可能性がある。
本発明の大きな利点は、発明に基づく被覆剤で形成された被膜は、高い絶縁抵抗を示し積
層板組立の為の溶接線を高速度で引くことができる。被覆され、結合された積層板は最終
赤熱後その絶縁抵抗は高いレベルを保つ。
発明に基づく被覆剤による処理は、通常の強酸性及びクロム含有被覆剤とは反対に、腐食
が少なく、十分に危険無く行うことができる。又環境への侵害は全く無いので、この被膜
形成システムの適用に際しては特別な対策は不要となった。
発明を下記の例示（但しこれらに限定されるものでは無い）の中で、より詳細に記述する
。
実施例　１：有機接着剤としてアクリル樹脂を使用したチタン酸トリエタノールアミンベ
ースの一成分透明ラック。
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５４重量分　チタン酸トリエタノールアミン（イソプロパノール中８０％溶液）
１４重量分　アクリル樹脂
１重量分　　ジメチルエタノールアミン
２５重量分　完全脱塩水
を混合する。
泡の生成を妨げる為に、０．５重量分の界面活性剤を混合物に添加する。
積層基板上でロールが良く働く様に、付加的に６重量分のメチルジグリコールを添加する
ことができる。
これらの組成分をＶ８００－５０Ａ品質の電磁鋼板上にロールを使って塗布し、続いて３
００℃の温度で３０秒間硬化させる。乾燥被膜厚みは１．５μm+０．２μmである。得ら
れた被膜の特性は下記の表に明示されている。
実施例　２：アクリル樹脂を有機接着剤として使用したチタン酸トリエタノールアミンを
ベースのピグメント添加の一成分ラック。
４９重量分　チタン酸トリエタノールアミン（イソプロパノール中８０％溶液）
１３重量分　アクリル樹脂
１重量分　　ジメチルエタノールアミン
１０重量分　高度に分散した珪酸
３０重量分　完全脱塩水
泡の生成を妨げる為に、０．５重量分の界面活性剤を混合物に添加する。積層基板上でロ
ールが良く働く様に、付加的に６重量分のメチルジグリコールを添加することができる。
作業は実施例１の条件で行はれた。得られた被膜の特性は下記のテーブルに明示されてい
る。
実施例　３：メラミン樹脂と架橋結合出来るアクリル樹脂を有機接着剤として使用したピ
グメント添加の二成分ラック。
二つの別々の組成が製造され、混合比A:B＝１：２の割合で作業の寸前に混合される。此
の混合物の凝固時間は室温で２４時間である。
組成Ａ：
１００重量分　チタンアセチルアセトン（イソプロパノール中７５％溶液）
２０重量分　　チタン酸ジヒドロキシビス（乳酸アンモニウム）（水中５０％溶液）が混
ぜられる。
組成Ｂ：
２４重量分　アクリル酸エステル
２重量分　　ジメチルエタノールアミン
４０重量分　完全脱塩水
３重量分　　部分メチル化メラミン樹脂
１５重量分　粒大中間値２μm以下の珪酸アルミニウム
が混ぜられる。
泡の生成を妨げる為に１重量分の界面活性剤が組成Bに添加される。積層基板上でロール
が良く働く様に、付加的に３重量分のブチルジグリコールを組成Ｂに添加することができ
る。
組成ＡとＢを混合した後、被覆剤は実施例１に記述されたと同様に作業される。得られた
被膜の特性は下記の表に明示されている。
実施例１乃至３に従った被覆剤で被膜された電磁鋼板の測定特性値は下記表にリストアッ
プされている：
第二行には乾燥被膜厚みがμmで表示されている。
第三行にはアセトンによる溶剤拭き取り試験における、被膜の変化が表示されている。此
処ではアセトンに浸した綿の塊で３０往復拭き取りを行った後でのフィルム表面の変化が
評価された。
第四行には被膜の粘着安定性乃至柔軟性が表示され、それは円錐形のスパイクでＩＳＯ６
８６０規格に従って測定された。指標として、引き裂き傷が観察されないと言う条件で、
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第五行には格子型切断試験が表示されており、そこではＤＩＮ５３１５１規格に基づく複
数切断機Bが使用された。評価はGt0からGt5迄行われた。
第六行にはＤＩＮ５００１７規格に従った腐食安定性が表示されており、そこでは被覆板
が４０℃、１００％関係湿度の雰囲気中に８時間曝された。
続いて１６時間以上、通常雰囲気条件に減衰する迄行われた。発錆特定はＤＩＮ５３２１
０に従って行われた。
第七行には赤熱前の絶縁抵抗が、ＡＳＴＭ Ａ７１７－８１規格に従って規定されたフラ
ンクリン試験器で、単位はΩcm2で表示されている。
第七行と同様第八行にも絶縁抵抗が表示されており、但し測定はＤＩＮ４６４００／２規
格に記載されている赤熱プロセスで行はれている。
第九行には、気泡及び空洞の無い溶接線が得られる（鉄鋼試験表SEP 1210に基づく）最大
可能な溶接速度が表示されている。
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